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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は、「脱炭素社会」の構築に向けて地域協働型エネルギー事業の効果と
支援政策の制度的特徴を理論的に整理したこと、ドイツやオーストリアの再エネ・省エネ事業の先進事例の諸要
素を抽出してエネルギー自立地域政策のあり方を提示したことである。具体的には、オーストリアのライファイ
ゼン・インターナショナル銀行はSDGsを事業方針と位置づけて積極的に取り組んでおり、融資や投資でのサポー
ト、金融機関と自治体との協働事業の実態を明らかにした。また、エネルギー自立地域づくりは、中間支援組織
によるエネルギーガバナンスが重層的に機能することが重要であることを明らかにしたことなどである。

研究成果の概要（英文）：The results of this study are to theoretically summarize the effects of 
community-based collaborative energy projects and the institutional characteristics of support 
policies toward building a "decarbonized society," and to present the ideal form of 
energy-independent regional policies by extracting various elements of advanced cases of renewable 
energy and energy-saving projects in Germany and Austria. Specifically, Austria's Raiffeisen 
International Bank has positioned the SDGs as its business policy and is actively working on them, 
and we clarified the actual situation of support through loans and investments, as well as 
collaborative projects between financial institutions and local governments. We also clarified that 
in creating energy-independent regions, it is important for energy governance by intermediate 
support organizations to function at multiple levels.

研究分野： 環境経済論

キーワード： エネルギー自立　エネルギー政策　気候政策　地域経済　中間支援組織　脱炭素
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、ドイツやオーストリアのエネルギー自立地域政策の特質と効果を体系的に把握を試みた。両国のエ
ネルギー自立地域戦略は、政策の計画・実施・改善のプロセス（政策のPDCA）に分けると、地域レベルでのエネ
ルギー政策がどのように波及効果を与えているのか、成功要因はどこにあるのかを示した。とくに、地域金融が
エネルギー自立地域づくりで果たしている役割を指摘した点は、学術的意義とともに社会的意義を有している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 2016 年に国連条約「パリ協定」が発効し、各国は「脱炭素社会」の構築を目指すことが求め
られている。脱炭素化のためには、大幅な再生可能エネルギー（以下、再エネ）の導入と省エネ
ルギー（以下、省エネ）の促進が不可欠とされている。これまでに多くの国は、再エネ固定価格
買取制度（買取制）や省エネ規制などの政策を実施してきたが、脱炭素社会の構築に向けて環境
保全と経済発展の両立が重大な政策命題となっている。従来の経済学では、環境対策はコストが
かさむが経済利益を生み出さないため、経済成長を阻害すると理解されてきた。しかし 2000 年
代以降、環境対策は事業や雇用を創出する効果が大きいというグリーン経済やグリーン・ジョブ
の学説が説得力を増してきている。さらには、地域経済への影響も注目が集まっている。 
再エネ 100％供給の「エネルギー自立」には、輸入エネルギー費用の削減と事業による地域経

済への波及効果を高めることで「地域経済の自立」という目的が含まれ、持続可能性や地域社会
の受容性などにも留意した地域戦略が必要である。こうした社会情勢や学術の動向を踏まえて、
本研究を開始した。 
  
２．研究の目的 
本研究の目的は、第１に、「脱炭素社会」の構築に向けて地域協働型エネルギー事業の効果と

支援政策の制度的特徴を理論的に整理し、第２に、ドイツとオーストリアの再エネ・省エネ事業
の先進事例の諸要素を抽出して経済波及効果を定量的に明らかにし、第３に、エネルギー自立地
域政策のあり方を提示することである。両国には、研究対象となるエネルギー自立地域の先進事
例が豊富に存在しており、実証研究のフィールドとしてふさわしい。 
そこで本研究では、現地調査を通じて再エネ・省エネ政策に関する制度的分析と環境政策統合

の実態把握を行い、エネルギー自立地域政策による経済波及効果を明らかにする新たな政策評
価手法を提示することを目指す。 
先行研究では、再エネ・省エネ事業の経済効果は、産業連関分析を用いて国レベルでの効果が

推計されてきたが、自治体・地域レベルでの経済波及効果の実態がつかめていない。また、どの
ように成功事例が導き出されたのかという要因も十分に明らかにされておらず、本研究では、ド
イツとオーストリアのエネルギー自立地域政策の特質と効果を体系的に把握することを目指し
ている。 
 
３．研究の方法 
本研究では、ドイツやオーストリアで実施されている先進的なエネルギー自立地域戦略の動

向と、それによる経済波及効果の実態について、現地調査を基礎にして明らかにする。 
より具体的には、第１に、ドイツやオーストリアで実施されているエネルギー自立地域づくり

に関して、政策の PDCA に着目しながら、効果的な政策となるための諸要因を、現地調査を基礎
に明らかにする。両国では、地域レベルで雇用・福祉・貧困対策と気候政策とが統合的に実施さ
れるという先進的な取り組みもみられることから、異分野として分断されてきた政策領域との
統合の成果や課題も明らかにする。 
第２に、ドイツの「エネルギーコンセプト」（2010 年）やオーストリアの「ミッション 2030」

（2018 年）で重視されている再エネ事業と住宅・建築物の断熱性の向上（ゼロエネルギー）に
ついて先進事例を抽出して、エネルギー自立地域戦略の制度的分析、環境政策統合の実態把握を
行い、その経済波及効果を明らかにする新たな政策評価手法を提示する。両国の環境・エネルギ
ー計画には、対策のコストや経済効果が示されており、試算方法やデータベースの構築方法を参
考にする。 
第３に、現場での政策や事業の実態を把握するために、自治体や行政機関、事業者、研究機関

の関係者などを対象としたヒアリング調査を行った。2019 年の調査では、オーストリアのライ
ファイゼン・インターナショナル銀行（RBI）は SDGs を主要な事業方針と位置づけて積極的に取
り組んでおり、融資や投資でのサポート、金融機関と自治体との協働事業の実態についてヒアリ
ング調査を行った。また、再生可能エネルギーの普及事業による地域経済効果分析の研究につい
て情報を入手した。2023 年の調査では、再エネ・省エネ政策の動向や、エネルギー自立に関わ
る政策や中間支援組織の役割についてインタビューを行った。 
 
４．研究成果 
本研究は、次の 4 点について研究成果を得ることができた。 

（1）欧州で最も重視されてきた省エネ対策は、建築物の断熱化である。気候変動の主因とされ
るエネルギーや電気をほとんど消費していないにもかかわらず、その被害が社会的弱者に集中
するという不公正な社会問題が顕在化している。エネルギー貧困（燃料貧困）は、電気やガスな
どの近代的なエネルギーを利用できない状態にあり、発展途上国で特有の問題とみなされてき
た。だが、2000 年代には先進国でもエネルギー価格の上昇や経済格差の拡大によって家計を圧
迫して暖房などを十分に使えない世帯が増加し、EU 全体では約 1 億人がエネルギー貧困の状態



に陥っていると推計されている。そのため EU は、2012 年の「エネルギー戦略 2020」や 2019 年
の「全てのヨーロッパ人のためのクリーンエネルギーパッケージ」に加盟国がエネルギー貧困世
帯で省エネ対策を優先実施していくことを盛り込んでいる。 
断熱対策は、居住空間を冬に暖かく夏に涼しくするので、快適で生活の質を高める。機密性が

高い断熱材や三重窓はすでに商業化された技術であり、新改築の標準設備である。ドイツでは、
国の補助金が呼び水となって、毎年数兆円規模の省エネリフォーム市場が生まれ、30 万人の雇
用が創出されている。さらに、公営団地や賃貸住宅を省エネリフォームすることで、低所得者の
光熱費を削減するといった福祉対策にもつなげられている。こうした省エネリフォームは、CO2
排出削減、経済効果、福祉を統合した環境政策統合の好例である。 
 
（2）エネルギー自立地域づくりにおいて、地域金融が地元密着のエネルギー事業で重要な役割
を果たしている。オーストリアの協同組合銀行のライファイゼンバンクは、利益追求を主目的と
せずに組合員や地域のために金融業務に取り組んできており、SRI や ESG 投資と重なる事業内容
が多い。 
第 1 に、中央銀行の RBI は銀行グループ全体の SDGs に関わる方針や原則を策定し、国際的な

金融機関や第三者認証組織と連携して国内外で様々な ESG 投資を実施している。また、石炭や原
子力に関わる事業へのネガティブスクリーニングは「責任ある投資」の象徴的な例でもある。第
2に、ライファイゼン地方銀行は州の環境・エネルギー政策との連携がはかられている。NÖ-Wien
は、公的な助成金を活用して再エネや省エネ対策の普及を促し、NÖ州エネルギーエージェンシ
ーの eNu と協働してエネルギー相談や環境教育などに取り組んでいる。第 3 に、個別銀行は基礎
自治体や地域住民に省エネや再エネ相談、融資案件への指導などを直接働きかけて支援してい
る。個別銀行ケッチャハマウンテンは住民との対話を重視し、SDGs につながる生活の質の向上
や文化の継承につながる取り組みにも支援している。 
 ライファイゼンバンクの事例は、金融の自由化や経済のグローバリゼーションがもたらした
資本主義経済の矛盾を打開するためには、金融機関の ESG 投資や SDGs 活動が経済の民主化を進
める一助となりうるし、市民の社会参加なしには実現できないことを示唆している。また、中間
支援組織を介した地域社会や住民との協働が重要な役割を担うのであり、地域金融機関のある
べき姿を示している。 
 
（3）オーストリアは 2040 年までに脱炭素化の実現を目指している。全ての自治体がエネルギー
自立（省エネ対策を並行して再生可能エネルギー100％を達成）に取り組めるように、目的やニ
ーズ、能力などに応じて支援策を選択できる。事業運営や計画づくりにおいて、外部の中間支援
組織からの協力を受けながら、住民参加で地域主導の事業が進められている。 
 注目すべき支援制度は、小規模自治体向けの「気候エネルギーモデル地域（KEM）」である（都
市向けの支援制度として「スマートシティ」がある）。オーストリアのゲマインデ（市町村に相
当する基礎自治体）は、市を含めた平均人口が 3 千人程度である（ゲマインデ数は約 2100 であ
り、日本の市町村数の 1718 よりも多い）。KEM には 124 地域（1,134 自治体による広域連合。1地
域は複数の自治体の総人口が 3千人～6万人。以下、KEM 地域と呼ぶ）が参加している。ゲマイ
ンデは、厳しい条件不利地域に点在するが、活気が溢れるエネルギー自立地域づくりが盛んであ
る。 
参加した自治体は、主に 2 つの取り組みを行わなければならない。1つは、気候エネルギーコ

ンセプト（潜在可能性を踏まえた目標やエネルギー計画）を策定しなければならない。エネルギ
ー需給構造や CO2 排出量などの現状を分析し、住民参加で CO2 排出削減目標などの数値目標を
含めた将来ビジョンを策定していく。もう 1 つは、その目標を達成するために、少なくとも 10
件のプロジェクトを実施しなければならない。これまでに再エネ、省エネ、持続可能な建築、モ
ビリティ交通、農業などの多様な分野で全国 6,227 件のプロジェクトが実施されてきた。 
プロジェクトとして、地域協働型の太陽光発電の設置、暖房用薪交換所の開設、幼稚園のエコ

断熱改修などが各地で行われている。これらの事業は、住民や地域のニーズから生み出されてお
り、生活の質の向上につながっている。また、事業では新技術を用いるのではなく、汎用技術や
商業化された設備が使われ、その事業費用は補助金以外に金融機関から融資を受けるなどして
資金調達しなければならず、事業性が重視される。  
エネルギー事業を実施していく上で欠かせないのが、ヒト、カネ、資源である。しかし、小規

模な農山村には、再エネ資源が豊富でも、それを活かすヒトやカネがない。ヒトには、①ノウハ
ウや専門知識をもつ専門家・技術者、②事業を運営する担い手、③地域でコミュニケーションを
重ねて調整するコーディネーターの 3タイプがある。 
鍵となるのは KEM マネージャーであり、主な役割は 3 つある。第 1に、大勢のステークホルダ

ーや住民に説明・交渉してコンセプトやプロジェクトをとりまとめていくことである。対話して
合意形成をはかっていくためには、柔軟で高いコミュニケーション能力が欠かせない。第 2 に、
KEM 地域に認定されると、自治体は補助金を活用できるので、事業に必要な外部資金や融資を調
達することが求められる。第 3に、専門家や技術者などを地域につないで、適正な事業を展開し



ていくことである。こうした多様な業務をこなすために、養成講座や全国のマネージャーとの交
流が行われている。 
そして、各州にある公的機関のエネルギーエージェンシーは、対策に必要となる専門的な知見

や助言を提供する。時には、コンサルタントや企業、大学や研究機関などからの協力を受ける。
さらに、脱炭素投資が増えていけば、地域金融機関の役割が大きくなる。融資の事業審査が増え
ると、事業の適正基準や手法のノウハウが蓄積され、質の高い投資が拡がっていくことが期待さ
れる。国や州政府は、政策の枠組みとしてエネルギー自立地域づくりの方向性を示し、補助金を
提供し、ヒトの育成を支援している。 
 

（4）脱炭素社会を構築していくためには、統計データの整備が重要な課題である。本研究では、
マクロ統計を用いた貨物輸送での CO2 排出削減対策や政策の効果を分析し、地域レベルのカー
ボンバジェット（炭素予算）を算定して排出削減計画の策定を検討した。また、経済分析として
は、環境経済環状（SEEA）に基づく環境拡張 SUT/SAM を作成してモデルに応用を試みた。こうし
たエネルギー自立地域政策による経済波及効果を明らかにするデータ整備と推計方法の開発は、
今後ますます重要になっている。 
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